チャランケ通信　第51号　2014年２月10日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
                                       前内閣官房参与　峰崎直樹
東京都知事選挙の結果が、投票終了と同時に出た。10数年ぶりの大雪の中で、投票率が大きく低下する中で、舛添候補が手堅く票を集め当選した。反原発をメインにした元総理の細川候補や日弁連の元会長の宇都宮候補は反舛添票が分散し敗北した。この結果をどのように受け止めればよいのか、なかなか複雑な心境ではある。
09年マニフェストの目玉政策、民主党ゼロベースの見直しへ
漸くここまで来たが、その無責任さを誰に問うべきなのか
民主党の看板政策と言われた09年のマニフェストの目玉商品が、どうやらゼロベースで見直されることになりそうだ。もっとも、福島県郡山市で党大会があったようで、どうなったのか確かめていないのだが、次の内閣と言う政策を論議する場で決まったようだ。遅すぎる転換なのだろうが、もともと16.8兆円と言う財源を無駄を省いたり総予算の組み替えなどで生み出せるはずがないわけで、このような夢のような政策を打ち出してきた責任者は誰なのか、どのように責任を取ろうとしているのか、明確にしてほしいものだ。菅政権から消費税の引き上げへ大転換せざるを得なかったのは、まさにこのような甘い政策によってどうしようもなくなったことがあったからに他ならないのだ。
さらに、年金問題についてこれほど長い間言い続けてきたにもかかわらず、その実現可能性が無いことは誰の目にも明らかになっていたわけで、長妻元厚生労働大臣らの責任はまことに重いものがある。次の内閣のやり取りについては良くわからないのだが、前原誠司元代表が財政再建の観点から「そろそろ見直すべき時だ」(朝日新聞2月4日朝刊)と問題提起し、桜井政策調査会長が引き取ったようだ。
民主党は政権だけでなく、国民の信頼を失ったことが大きい
民主党は、政権を失っただけでなく、国民から「信頼」までを失ったことを重要視すべきだ。その背景には、自民党が公共事業を軸とした「公共投資国家」を目指そうとすることに対して、社会保障・教育などを軸とした「社会投資国家」を目指すべく党内での理論・政策をきちんとさせ、そのために必要な財源については国民に負担をきちんと求めていくことを明確にしていく必要があるのだ。
国民負担率が微増へ、それでも先進国では負担率は低いのだ
おりしも、財務省は2014年度の国民負担率の予測を公表した。分子に税と社会保険料総額を取り、分母には国民所得を取ったもので、それによると日本は41.6%と前年度より1%アップし過去最高の水準になる。言うまでもなく消費増税がその分寄与しているのだが、それでも、租税だけの負担率は24.1%で、保険料17,5%より上回っているものの、地方税を除く国税だけでは保険料の方が大きい。この租税負担率はOECDの中では最低水準に近く、高齢化比率が世界一高い日本がこのような低い負担率で済むはずはなく、当然赤字国債を多く支出している。その赤字国債分を含めると国民負担率(財務省は潜在的負担率と言う)は51.9%に達する。これと先の国民負担率41.6%との差10.3%だけ国債を発行しているわけだ。もちろん、将来世代へのツケであり、社会保障費の支出増加だけでなく、この財政赤字の削減も大きな課題になっていることを見失ってはなるまい。
やがて消費税に続いて、マニフェストの検証も進めていきたい
多くの冷静な国民は、消費税の引き上げについてはやむを得ないこととして受け止め、問題はその使い方にあり、納税者としての権利意識を高めつつあると見るべきではなかろうか。民主党の打ち出した財源の、あまりにも無責任なマニフェストが、「嘘つき」と批判された事実をしっかりと見据えておくべきだ。この点について、今連載中の「シリーズ消費増税への道」に引き続き、「マニフェストの問題点」について掲載していくつもりである。
法人税の引き下げ10%の財源4,5~5兆円はどこから出すのか
税といえば、アベノミクスを提唱している経済界の方たちは法人税の引き下げを強く求めており、経済財政諮問会議の中では10%も引き下げ25%と言う水準すら提示され始めている。1%の法人税で4500~5000億円の税収があると言われており、10%も引き下げるとすれば実に4.5~5.0兆円もの莫大な金額が必要になってくる。それをすべて消費税の引き上げで賄えば、法人税減税のための消費増税となってしまうわけで、消費税は社会保障財源にだけ使う、と言う原則が崩壊してしまう。それでは、どこに財源を求めるべきなのだろうか。
一つは、租税特別措置による法人税の減税措置を廃止することによる財源の捻出さくであり、もともと租税特別措置なるものは税を支払わなければならない法人に対して、特別に減免するわけで、租税の大原則である「公平」性を犠牲にしてまでも政策目的を重視したものである。民主党は私自身が中心になって、野党時代から税制調査会の場でこの租税特別措置についてメスを入れてきた。本当に役に立っているのか、一言で言えばそのことに尽きるのであるが、多くの租税特別措置が関係業界・所轄官庁・族議員の既得権と化し、長い間十分な検証を経ることなく継続させてきたのが自民党政権の税制改正だったともいえよう。政権交代した中で真っ先に取り組み、直ちに法律を策定した。租税特別措置透明化法であり、2010年3月末に成立し、昨年度からようやくその実態が明らかになりつつある。
租税特別措置透明化法を改正し、活用企業名を公表すべきだ
報道によれば、2012年度の企業関係租特130種類の適用実態が公表され、4割を超す60種類で利用実績が10社以下に留まったり、中には一度も利用されていないものなど、偏りが目立っているという。本来なら、個別企業名を上げるべきであったが、経済界や関係省庁、さらには民主党内からも反対があり、公表は見送られてしまったのだ。今年の税制改正の中で、復興特別法人税の1年前倒しの廃止を打ち出す理由として、法人税の引き下げ分が働く雇用労働者の賃上げに結び付けるためであり、そのことを裏付けるべく企業名を公表したい、と政府は宣言されている。であるならば、租税特別措置を利用している企業についても、企業名の公表はやるべきではないかと思う。是非とも、この点の修正を国会はやって欲しい。賃金だけでなく、雇用の問題も含めて、個別企業の動向をしっかりとチェックすることの意義は大きい。
ソチ五輪、競技も過熱し始めたが、外交の方も熱き戦いへ
さて、「そち」は「そち」でも、国民の関心はロシアのソチに移っている。言うまでもなく、冬季オリンピックの開幕である。日本選手の活躍に大いに期待したいものだ。
そうしたなかで、朝日新聞の次の囲み記事が気になった。
　「習主席、日本入場時は動かず　安倍首相、中国選手団にも拍手
　安倍首相と習主席は、7日夜のソチ五輪開会式にそろって出席した。2人は、貴賓室中央のプーチン大統領を挟んで40席ほど離れた場所に座った。声を掛け合うような機会はなかった。
　2人は、選手の入場行進でも対照的な姿を見せた。習主席は中国と香港の選
手団の入場の際には立ち上がり手を振って激励。台湾選手団の入場時には座
ったまま拍手を送った。ところが、日本の入場がアナウンスされると、硬い
表情で両手をひざの上に重ねたまま、身動き一つしなかった。
　一方、安倍首相は、中国選手団の入場の際も拍手を送っていた。」
どうでも良さそうなのだが、日中首脳の今の心境がよく表れているのかもしれない。ただ、安倍総理は、このような関係にしておくことの国益にとってのマイナスをしっかりと認識しておく必要がある。習主席は、前日プーチン大統領と、来年2015年に「中露が共同で主催する第2次世界大戦の戦勝70周年式典の開催」で合意しており、北方領土の返還問題も簡単な問題ではなく、日本が置かれている苦しい立ち位置を自覚することなしには一歩も前進しなくなっているのだ。
シリーズ消費税論議の顚末(その6)
　菅vs小沢、一騎打ちへ。民主党のマニフェストはどうなる
 菅総理になって最初の国政選挙となった2010年7月の参議院選挙、結果は予想外に大敗したことにより、民主党内の争いは一層激烈なものになってきた。鳩山総理と小沢幹事長の辞任に伴う代表選挙が６月に実施され、それからわずか３か月しかたっていない中で、規約上は９月末で民主党代表の任期２年が終了し、再び総理の座を目指した代表選挙の戦いが展開されることになった。いろいろな曲折があったものの、代表選挙は菅直人総理と小沢一郎元代表との一騎打ちとなった。
　この代表選挙は国会議員だけでなく、地方議員や党員(サポーターを含む)まで参加する大規模なもので、選挙を実施するだけで優に１か月はかかってしまった。それだけに、国政の停滞は否めないわけで、民主党政権にとっては、参議院での多数派を野党が握るいわゆるねじれ国会に直面している中で、党内を二分した戦いがし烈に戦われたのだった。
　真っ先にやらねばならなかった連立政権の組み替え
本来、参議院選挙の結果を受けて、参議院での過半数を確保するための連立の組み替えに全力を挙げていかなければならなくなっていたはずである。そうでなければ、衆議院でいくら300議席を超す多数を持っていたとしても、参議院で否決されてしまえば法案や人事は通らなくなっていたのだ。それだけに、連立の組み替えに向けて、この段階では公明党を与党に取り込んでいくか、あるいは自民党まで組み込んだ大連立政権にしていく以外になくなっていた。それを進めていくうえで、民主党代表選挙に費やした時間はまことに大きなロスであり、今から考えれば、菅総理は参議院選挙での敗北の責任を取るべき時だったのかもしれない。
実は、この時期、仙谷官房長官には、公明党を抱き込んでいくためには小選挙区制から中選挙区への切り替えがカードになるのではないか、と言う問題提起をしてきたのだが、結果として菅政権が尖閣沖での中国漁船との衝突問題などに直面し、菅内閣の支持率が低下するなかで、公明党も与党入りをする意欲を失い、国会での菅政権の孤立化が進んでしまったのだ。
前門の虎(=野党)、後門の狼(=小沢グループ)
さて、代表選挙の結果は、地方の党員票で優位に立った菅総理が国会議員票での接戦をも辛うじて制し、代表選挙に勝利し引き続き総理の座を継続するに至ったのだが、国会議員票では事実上半分近くの小沢支持票が出ただけに、小沢グループを含めた全員野球を打ち出さざるを得なかった。ただ、人事においては副大臣や政務官について小沢グループに配慮したに過ぎなかった。
　かくして、国会と言う場では野党が、党内では小沢グループが控えており、まさに「前門の虎、後門の狼」として菅政権に対峙していたのだ。
　ここで消費税について、民主党はどのような方針が党としての基本になるのか、曖昧になりつつあった。小沢元代表は、もちろん09年の総選挙のマニフェストに忠実であるべきで、消費税の引き上げは行うべきではない、と一貫して主張していた。苦しくとも無駄を省いたり、予算の組み替えを通じて必要な財源を捻出していくべきことをあくまでも強く主張され続けていく。
　これに対して菅総理は、代表選挙の中では消費税の引き上げについて力強さに欠けてはいたものの、その必要性について述べておられたことは間違いない。その点について、党内を二分した議論の決着が曖昧なままで、第二次菅内閣がスタートしていくことになる。
　菅総理、所信表明演説に消費税が一カ所だけ、という弱々しさ
　2010年10月1日、第176回臨時国会が開催され、菅総理は所信表明演説を行った。その中で、「経済成長の実現」を真っ先に挙げ、その中で「成長と雇用による国づくり」として、かつて主張していた「カンジアン」を髣髴とさせる主張を展開する。
　　「消費も投資も力強さを欠く今、経済の歯車を回すのは雇用です。政府が先頭に立って雇用を増やします。医療・介護・子育てサービス、そして環境分野。需要のある仕事はまだまだあります。これらの分野をターゲットに雇用を増やす。そうすれば、国民全体の雇用不安も、デフレ圧力も軽減されます。消費が刺激され、所得も増えます。その結果、需要が回復し、経済が活性化すれば、さらに雇用が創造されます。」
　ただ、その財源をどうするのか、そのことについては、ここでは何ら触れていない。与野党で話し合っていきたいという姿勢を強調していることが目に付く。かつては、増税しても雇用が増え景気が回復する「社会投資国家」を高らかに宣言していたことからほど遠い内容になってしまっている。
　社会保障・税一体改革スタート、小生も内閣官房参与として参加
　ただ、所信表明演説の第4番目に「社会保障改革」を取り上げ、その中で「私は、多少の負担をお願いしても安心できる社会を実現することが望ましいと考えています。」と小さい政府を否定し、「政府は、社会保障改革の全体像について、必要とされるサービス水準・内容を含め、国民に、わかりやすい選択肢を示していきたい」と述べ、そのためには社会保障に必要な財源をどう確保するか、一体的に議論する必要があり、「消費税を含め、税制全体の議論を進めたいと思います」と、ようやくトラウマと化した「消費税」について触れている。もちろん、消費税率10%などはおくびにも出していない。また、与野党を超えた議論の場が不可欠であることも強調している。
　このような低姿勢で持ってスタートしたのであるが、やがて社会保障と税制(消費増税)の一体改革へと道筋が組み立てられていく。小生は、財務副大臣を退き、直ちに内閣官房参与として社会保障と税一体改革の仕事に携わることとなる。
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